
あらかわベビーステーション設置経費補助金交付要綱 

 

平成２１年１月３０日制定 

（２０荒子計第１７２４号） 

（ 副 区 長 決 定 ） 

 

（通則） 
第１条 あらかわベビーステーション設置経費補助金の交付に関しては、荒川区補助金等交付規則（昭

和６２年荒川区規則第２７号）によるほか、この要綱の定めるところによる。 
 

（目的） 

第２条 この補助金は、あらかわベビーステーション設置要綱（平成２１年１月３０日付け２０荒子計

第１７２４号。以下「設置要綱」という。）の規定に基づきあらかわベビーステーション（以下「ベ

ビーステーション」という。）を設置しようとする者に対し、その設置に要する経費の一部を、区が

予算の範囲内で補助することにより、ベビーステーションの設置を促進し、もって子育て環境の充実

を図ることを目的とする。 
 

（補助対象者） 
第３条 この要綱の規定による補助金の交付を受けることができる者（以下「補助対象者」という。）

は、ベビーステーションを設置しようとする民間施設の管理者とする。 
 

（補助事業） 
第４条 この要綱による補助金の交付対象となる事業（以下「補助事業」という。）は、ベビーステー

ションの設置に係る事業とする。 
 

（補助対象経費） 

第５条 この要綱による補助金の交付対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、設置要綱

第４条に定める要件を満たすために必要な設備の整備（施設の改修を含む。以下「設備の整備等」と

いう。）及びベビーベッド等の購入に要する経費とする。 

 

（補助金の交付額） 

第６条 この要綱による補助金の交付額は、補助対象経費の実支出額から寄付金その他の収入額を差し

引いた額（当該額に１，０００円未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てるものとする。）とし、

３００，０００円を限度とする。 

 

（補助金の交付申請） 

第７条 補助対象者は、この補助金の交付を受けようとするときは、あらかわベビーステーション設置

経費補助金交付申請書（別記第１号様式）に次に掲げる書類を添付して、区長に申請するものとする。 
 （１） 設備の整備等及びベビーベッド等の購入係る見積書等 

 （２） 設備の整備等に係る工事の図面等 

 （３） その他区長が必要と認める書類 

 

（補助金の交付決定） 

第８条 区長は、前条の規定により補助金の交付申請があったときは、その内容を審査し、補助金を交

付すべきものと認めたときは、速やかに補助金の交付を決定し、あらかわベビーステーション設置経

費補助金交付決定通知書（別記第２号様式）により申請者に通知するものとする。 

 

（補助条件） 

第９条 区長は、この補助金の交付に際して、別紙の補助条件を付するものとする。 



 

（申請の取下げ） 
第１０条 申請者は、第８条の規定による交付決定の内容又はこれに付された補助条件に異議があると

きは、交付決定の通知を受け取った日から起算して１４日以内に申請の取下げをすることができる。 
 

 

（補助金の請求） 

第１１条 補助金の交付決定を受けた者（以下「補助事業者」という。）は、速やかに請求書（別記第

３号様式）により、区長に補助金の交付を請求するものとする。 

 

（補助金額の確定） 

第１２条 区長は、補助条件第７のあらかわベビーステーション設置経費補助金実績報告書（別記

第４号様式）の審査及び必要に応じて行う現地調査等により、その報告に係る補助事業の成果が

補助金の交付の決定の内容及びこれに付した条件に適合するものであるかどうかを審査し、適合

すると認めたときは、交付すべき補助金の額を確定し、補助事業者に補助金確定通知書（別記第

５様式）により通知するものとする。 

 

   附 則 

 この要綱は、平成２１年２月２日から適用する。 



別紙（第９条関係） 

 

補 助 条 件 

 

第１ 補助事業の完了時期 

  補助事業は、毎年３月３１日までに完了しなければならない。 

 

第２ 事情変更による決定の取消し等 

１ 区長は、この補助金の交付の決定後、事情の変更により特別の必要が生じたときは、この決定の全

部若しくは一部を取り消し、又はこの決定の内容若しくはこれに付した条件を変更することができる。

ただし、補助事業のうち既に経過した期間に係る部分については、この限りでない。 

２ １の規定により補助金の交付決定を取り消すことができる場合は、天災地変その他補助金の交付の

決定後生じた事情の変更により補助事業の全部又は一部を継続する必要がなくなった場合に限る。 

 

第３ 承認事項 

  補助事業者は、次の各号のいずれかに該当する場合は、あらかじめ区長の承認を得なければならな

い。 

 （１） 補助事業に要する経費の配分を変更しようとするとき。 

 （２） 補助事業の内容を変更しようとするとき。 

 （３） 補助事業を中止し、又は廃止しようとするとき。 

 

第４ 事故報告等 

  補助事業者は、補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は補助事業そのものの遂行が困難とな

った場合は、速やかにその理由及び遂行の見通し等を書面により区長に報告し、その指示を受けなけ

ればならない。 

 

第５ 状況報告 

  区長は、補助事業の円滑適正な遂行を図るため、その遂行の状況に関し補助事業者に対し報告を求

めることができる。 

 

第６ 補助事業の遂行命令 

１ 区長は、第４及び第５の規定による報告及び地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２２１条第

２項の規定による調査等により、補助事業が補助金の交付の決定又はこれに付した条件に従って遂行

されていないと認めるときは、補助事業者に対して、これらに従って補助事業を遂行すべきことを命

ずることがある。 

２ 補助事業者が、１の命令に違反したときは、区長は、補助事業者に対して、当該補助事業の一時停

止を命ずることができる。 

 

第７ 実績報告 

１ 補助事業者は、補助事業が完了したとき、補助金の交付の決定に係る会計年度が終了したとき、又

は第３の（３）の規定により補助事業の廃止の承認を受けたときは、次に掲げる事項を記載した実績

報告書を提出しなければならない。 

 （１） 補助事業の成果 

 （２） 補助金に係る収支計算に関する事項 

 （３） その他区長が必要と認める事項 

２ 区長は、１の規定による実績報告を受けた場合において必要と認めるときは、現地調査等を行うこ

とができる。 

 

第８ 是正のための措置 



１ 区長は、第７の実績報告書の審査及び必要に応じて行なう現地調査等により、補助事業の成果が補

助金の交付の決定の内容及びこれに付した条件に適合しないと認めるときは、補助事業者に対し、補

助事業につき、これに適合させるための措置をとるべきことを命ずることができる。 

２ 第７の規定による実績報告は、１の命令により必要な措置をとった場合においても、これを行なわ

なければならない。 

 

第９ 決定の取消し 

１ 区長は、次の各号のいずれかに該当する場合は、補助金の交付決定の全部又は一部を取り消すこと

ができる。 

（１） 偽りその他不正の手段により補助金の交付を受けたとき。 

（２） 補助金を補助対象経費以外の用途に使用したとき。 

（３） 補助金の交付決定の内容又はこれに付した条件その他法令に基づく命令に違反したとき。 

２ １の規定は、交付すべき補助金の額を確定した後においても適用する。 

 

第１０ 補助金の返還 

１ 区長は、第９の規定により補助金の交付決定を取り消した場合において、当該取消しに係る部分に

ついて既に補助金が交付されているときは、補助事業者に対し、期限を定めて返還を命ずるものとす

る。 

２ 区長は、補助事業者に交付すべき補助金の額を確定した場合において、既にその額を超える補助金

が交付されているときは、期限を定めてその返還を求めるものとする。 

 

第１１ 違約加算金及び延滞金 

１ 第９の規定により補助金の交付の決定の全部又は一部が取り消され、第１０の規定によりその返還

を命じられたときは、補助事業者は、その命令に係る補助金の受領の日から納付の日までの日数に応

じ、当該補助金の額（その一部を納付した場合におけるその後の期間については、既納付額を控除し

た額）につき、年１０．９５パーセントの割合で計算した違約加算金（１００円未満の場合を除く。）

を納付しなければならない。 

２ 第１０の規定により補助金の返還を命ぜられた場合において、これを納期日までに納付しなかった

ときは、補助事業者は、納期日の翌日から納付の日までの日数に応じ、その未納額につき年１０．９

５パーセントの割合で計算した延滞金（１００円未満の場合を除く。）を納付しなければならない。 

 

第１２ 延滞金の計算 

  第１１の２の規定により延滞金の納付を命じられた場合において、返還を命じられた補助金の未納

付額の一部を納付したときは、当該納付の翌日以後の期間に係る延滞金の計算の基礎となるべき未納

付額は、その納付金額を控除した額によるものとする。 

 

第１３ 他の補助金等の一時停止等 

  区長は、補助事業者が補助金の返還を命ぜられたにもかかわらず、当該補助金、違約加算金又は延

滞金の全部又は一部を納付しない場合において、補助事業者に対して、同種の事務又は事業について

交付すべき補助金等があるときは、相当の限度においてその交付を一時停止し、又は当該補助金等と

未納付額とを相殺するものとする。 

 

第１４ 財産の管理義務 

  補助事業者は、補助事業により取得し、又は効用の増加した財産については、善良な管理者の注意

を持って管理をするとともに、その効率的な運用を図らなければならない。 

 

第１５ 財産処分の制限 

  補助事業者は、補助事業により取得し、又は効用の増加した財産については、「補助金等により取

得し、又は効用の増加した財産の処分制限期間」（平成２０年７月１１日付け厚生労働省告示第３８



４号）に定める期間を経過するまで、区長の承認を受けないでこの補助金の交付の目的に反して使用

し、譲渡し、交換し、貸し付け、又は担保に供してはならない。 

 

第１６ 財産処分に伴う収入の納付 

  区長の承認を受けて第１５に定める財産を処分することにより収入があった場合は、その収入の全

部又は一部を区に納入させることがある。 

 

第１７ 書類帳簿の整備保管 

  補助事業者は、補助事業に係る収入、支出を記録した帳簿その他の関係書類を整備し、これを当該

事業終了後５年間保管しておかなければならない。 

 



別記第１号様式（第７条関係） 

      年  月  日 

 

荒川区長        殿 

 

申請者 

住 所 

氏 名             ㊞ 

電話番号 

 

あらかわベビーステーション設置経費補助金交付申請書 

 

 あらかわベビーステーション設置経費補助金交付要綱第７条の規定に基づき、下記の金額を交付さ

れたく関係書類を添えて申請します。 

 

記 

 

１ 申請金額                      円 

 

２ 申請額内訳 

 

区  分 内  容 所要額（円） 

設備の整備等に係る経費   

ベビーベッド等の購入経費   

その他経費   

所要額   計  A  

寄付金その他収入額  B  

計 A-B  

 

３ ベビーステーション設置計画 

（１） 設置予定年月日     年   月   日 

（２） 設置場所  住所 東京都荒川区                        

 

４ 添付書類 

（１） 設備の整備等及びベビーベッド等の購入に係る見積書等 

（２） 設備の整備等に係る工事の図面等



別記第２号様式（第８条関係） 

      年  月  日 

 

 

住 所 

氏 名            様   

 

  

 

荒川区長      

 

 

あらかわベビーステーション設置経費補助金交付決定通知書 

 

 

     年 月 日付けで申請のあったあらかわベビーステーション設置経費補助金について、下

記のとおり交付決定したので通知します。 

 

記 

 

１ 交付決定額                      円 

 

 

２ 交付条件    別紙のとおり 

 

 

 

 

 

 

 

 



別記第３号様式（第１１条関係） 

 

 

 

請   求   書 

 

 

 

金            円 

 

 

 

 

ただし、    年  月  日付け  第    号の交付決定によるあらかわベビーステー

ション設置経費補助金として、上記の金額を請求します。 

 

 
 

 

    年  月  日 

 

 

 

荒 川 区 長  殿 

 

 

 

住所 

 

氏名            印 

 

 

 

 

 

 



別記第４号様式（第１２条、補助条件第７関係） 

      年  月  日 

 

荒川区長        殿 

 

申請者 

住 所 

氏 名             ㊞ 

電話番号 

 

あらかわベビーステーション設置経費補助金実績報告書 

 

    年  月  日付け     第  号により交付決定を受けたあらかわベビーステーショ

ン設置経費補助金の実績について、下記のとおり報告します。 

 

記 

 

１ 実績金額                      円 

 

２ 支出額内訳 

 

区  分 内  容 実支出額（円） 

設備の整備等に係る経費   

ベビーベッド等の購入経費   

その他経費   

実支出額   計  A  

寄付金その他収入額  B  

計 A-B  

 

３ ベビーステーション設置届 

（１） 設置届提出年月日     年   月   日 

（２） 設置場所  住所 荒川区                        

 

４ 添付書類 

 （１） 補助事業の成果 

 （２） 補助金に係る収支計算に関する事項 



 

別記第５号様式（第１２条関係） 

      年  月  日 

 

 

住 所 

氏 名            様   

 

  

 

荒川区長      

 

 

あらかわベビーステーション設置経費補助金確定通知書 

 

 

     年 月 日付けで交付決定したあらかわベビーステーション設置経費補助金について、実

績報告書の内容を審査した結果、当該補助金に係る補助事業の成果が交付決定の内容に適合するものと

認められるので、あらかわベビーステーション設置経費補助金交付要綱第１２条の規定に基づき、下記

のとおり額を確定し、通知します。 

 

記 

 

１ 交付済額                      円 

 

 

２ 確定額                       円 

 

 


